教私第２０４９号
令和３年９月１５日
各学校法人理事長　様
大阪府教育庁私学課長

令和３年度私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費）の二次募集における計画調書の提出について(依頼）

標記について、文部科学省高等教育局私学部私学助成課長から別添のとおり依頼がありましたので、お知らせします。
つきましては、積極的な申請をご検討いただくとともに、事業計画の申請にあたっては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）等の法令等、下記事項及び別添通知を遵守の上、計画調書を作成し、提出してください。
記
１　募集対象事業
私立大学等研究設備整備費等補助金（私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費）交付要綱（平成１４年４月５日文部科学大臣決定）に定める事業
※補助年度の前年度に契約が締結されている事業等、交付内定前に着手しているものは補助対象外とする。
※補助対象学校種は、学校法人が設置する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校とする。なお、申請は設置校ごとに行うものとする。

※補助対象経費の限度額は、５００万円以上４，０００万円以下とする。ただし、交付要綱第３条第３項第６号に規定する機器のみを整備する場合は、この限りでない。
※補助率については、ＩＣＴ教育設備の整備に要する経費（補助対象経費）の１／２以内とする。ただし、補助申請額が予算額を上回った場合、原則一律の圧縮率を乗ずることとする。

※補助対象機器等及び補助対象外となるものについては、令和２年度における事業募集とは異なりますので、文部科学省依頼文（令和３年９月１３日付け３高私助第１０号）及び「令和３年度私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費よくある質問Ｑ＆Ａについて」を十分にご確認ください。
（コンピュータ、ＬＡＮ配線やネットワーク機器の整備は補助対象外です）
２　提出書類
（１）事業計画一覧（別紙１）

（２）計画調書（様式１）

（３）ＩＣＴ教育設備を活用した事業の内容（様式２）

（４）採択理由書（様式３）

（５）私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業費に係る確認事項（様式４）

（６）配置図（様式自由）

（７）入札の内容が分かる書類又は見積書の写し（見積依頼にあたっての仕様書含む）
（８）私立高等学校等ＩＣＴ教育設備整備推進事業チェックリスト

（９）その他参考となる資料（任意）
３　提出期限及び提出方法等
（１）提出期限
　　令和３年１０月４日（月）【厳守】
（２）提出方法
　　①上記２の提出書類一式（紙媒体２部）を原則郵送により提出
※提出書類に対して、書類種別ごとにインデックスを貼付する必要はありません。
※提出書類は、（１）から（９）の順にクリップ留めの上、クリアファイルに綴じて提出してください。

　　②上記２の提出書類（１）から（５）については、提出方法①に加え、電子メールにより提出
※電子メールの件名は「【学校名】ＩＣＴ補助金計画調書の提出について」としてください。
（３）提出先
　　　大阪府教育庁私学課小中高振興グループ
（郵送）〒540-8570　大阪市中央区大手前3-1-43 大阪府庁新別館南館10階

（電子メール）shigakudaigaku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp
４　留意事項
①計画調書の作成にあたっては、文部科学省依頼文及び様式に記載された注意事項をご確認の上、作成するようにしてください。
②提出書類（７）において、補助事業が補助対象と対象外に分かれる場合は、採択業者の見積書の写し等にマーカー等を用いてわかりやすく明示するようにしてください。

③購入する機器等の定価表やカタログの提出は不要です。

④過去に補助事業で整備した設備を廃棄・更新する場合は、当時の事業計画書と実績報告書等を提出してください。

※文部科学省からの依頼文、様式は、大阪府ホームページに掲載しています。

ＨＰアドレスhttps://www.pref.osaka.lg.jp/shigaku/syoutyuukou/sinseiyousiki.html

大阪府教育庁私学課


小中高振興グループ　井上、吉田


電　話：06-6941-0351（内線4852）／06-6210-9274（直通）


E-mail：shigakudaigaku-g01@sbox.pref.osaka.lg.jp








